
大分県応援団 “鳥” めじろん

指定居宅サービス、指定介護予防サービスに要す
る費用の額の算定に関する基準等について
（通所介護）

平成２７年度 介護報酬改定等説明会

日 時：平成２７年３月１７日（火）～１８日（木）

①10:00～12:00 ②13:30～16:30
会 場：ホルトホール大分大ホール
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・ 通所介護事業所等の設備を利用し、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービス（介護保険制度外の宿泊サービス）を提供している事業
所について、利用者保護の観点から、届出制の導入、事故報告の仕組みを構築するとともに、情報の公表を推進。

・ 最低限の質を担保するという観点から、宿泊サービスのガイドラインとして、従業者の配置基準や一人当たり床面積等について示すことも
推進。

概 要

・ 通所介護の基準（省令）を見直し、以下の事項を規定
① 介護保険外で宿泊サービスを提供する場合、事業所の基本情報等について指定権者への届出を義務付け
② 都道府県は届出の内容を公表（情報公表制度）
③ 宿泊サービスの提供により事故があった場合、事業所は市町村、利用者の家族に連絡

・ ガイドラインの内容としては以下の事項を規定
① 人員関係（従業者、責任者）
② 設備関係（利用定員、一人当たり床面積等）
③ 運営関係（利用者への説明・同意、緊急時等の対応、事故発生時の対応等）

具体的な内容

・ 小規模の通所介護については、少人数で生活圏域に密着したサービスであることから、地域との連携や運営の透明性を確保するため、市
町村が指定・監督する地域密着型サービスに位置付ける。
これにより地域住民等が参加する運営推進会議等が定期的に開催され、宿泊サービスの部分も含めサービス全体が外部から チェックされ
ることとなる。

・ 介護サービス情報の公表制度で公表されている通所介護等の基本情報に「宿泊サービス」の情報を追加。

・ ｢通い｣｢訪問｣｢宿泊｣の機能を有する小規模多機能型居宅介護について、更なる普及促進や基準該当ショートステイが実施できる事業所と
して小規模多機能型居宅介護の併設を認めるなどの規制緩和を行い、２４時間地域で高齢者を支える体制を整備。

関連する制度見直し等
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最低限の質を担保するという観点から、宿泊サービス提供にあたっての設備要件等のガイドラインは、独自基準を設けている自治体の枠
組み、指定小規模多機能型居宅介護や基準該当短期入所生活介護に関する基準を参考に以下のとおり整理している。

主な事項 主な記載内容

総
則

目的 ガイドラインの目的（利用者の尊厳の保持・安全確保）

定義
宿泊ｻｰﾋﾞｽの定義（営業時間外に通所介護の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護以外のｻｰﾋﾞｽ提供を
行うこと）

宿泊サービスの提供 利用者の心身の状況に応じ、緊急時又は短期的な利用に限って、宿泊サービスを提供
宿泊サービス事業者の責務 居宅介護支援事業者との連携や他法令の遵守

人
員
関
係

従業者の員数及び資格 従業者の配置数（夜勤１以上）や資格

責任者 宿泊サービス従業者の中から責任者を定めること

設
備
関
係

利用定員 宿泊サービスの利用定員

設備及び備品等 宿泊室の定員、一人当たり床面積（7.43㎡以上）、プライバシーの確保、消防法等に規定された設備の整備等

運
営
関
係

内容及び手続の説明及び同意 運営規程の概要等の説明、利用申込者の同意
宿泊サービスの提供の記録 サービスの提供記録とその記録の利用者への交付
宿泊サービスの取扱方針 自立支援の観点からのサービス提供、身体的拘束等の禁止等
宿泊サービス計画の作成 宿泊サービス計画の作成した上で、サービス提供を行うこと
介護 自立支援の視点に立った介護の提供
食事 栄養状態等に配慮した食事の提供
健康への配慮 健康状況へ配慮したサービスの提供
相談及び援助 利用者・家族の相談に応じ適切な助言、援助
緊急時等の対応 利用者の急変時における主治の医師等への連絡
運営規程 事業の目的・運営方針、従業者の職種、提供時間、利用定員、利用料、非常災害対策等
勤務体制の確保等 勤務体制の確保と研修機会の確保等
定員の遵守 利用定員の遵守
非常災害対策 定期的な夜間の避難訓練等の実施
衛生管理等 感染症防止の措置
運営規程等の掲示 勤務体制、運営規程等の掲示
秘密保持等 業務上知り得た情報の漏洩防止等
広告 虚偽・誇大な広告の禁止、介護保険外であることの明記等
苦情処理 苦情相談窓口の設置とその記録
事故発生時の対応 事故発生の市町村への報告、記録、損害賠償等
宿泊サービスを提供する場合の届出 宿泊サービスを提供する場合、開始前に指定権者への届出
調査への協力等 指定権者が行う調査への協力、必要な改善を行うこと等
記録の整備 サービス提供の内容、苦情処理の内容等の記録の整備
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